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通勤車両許可願

	協力業者名
	

	代表者名
	

	車輌所有車名
	㊞


下記により貴現場への車両乗り入れについて許可されるようお願いします。

	運転責任者
	現住所
	

	
	氏名
	
	生年月日
	

	
	免許取得年月日
	
	１種
	大型・けん引・普通・　　　　　　　

	
	
	年　　月　　日
	免許種類
	

	
	
	
	２種
	大型・けん引・普通・　　　　　　　

	車両
	車種
	貨物：大型・普通　バス：大型・マイクロ　乗用車　軽四輪　その他（　　　　）

	
	車名
	
	年式
	年製

	
	車両番号
	

	車検有効期限
	　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

	乗入期間
	　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

	自賠責保険
	加入会社名
	
	期間
	　　　　年　　月　　日

	
	保険証券No
	

	任意保険
	加入会社名
	
	期間
	　　　　年　　月　　日

	
	保険証券No
	
	保

険

金

額
	対人
	

	許可・不許可の区別及び不許可の理由
	
	対物
	

	
	
	免責金額
	

	
	
	搭乗者
	

	㈱静岡西部建設安全協議会　会長
	
	車両
	


㈱静岡西部建設

通勤・工事車輌安全運転と災害対応誓約書

第１条　目的

　　　　この規則は円滑な業務遂行と車両の管理責任及び運転者責任を明らかにして安全運転することが出来るために取り扱いを定めたものである。

第２条　対象自動車

　　　　甲が業務とする作業場に出入りする通勤・工事車輌全般。

　　　　記載内容に変更が生じた時はその都度許可の更新をすること。

第３条　会社の義務

１．運転者に対する安全運転の教育をしなければならない。（作業場で行う朝礼時も含む）

第４条　車輌所有者・使用人・運転者の義務

１．運転管理者は車両の整備点検、清掃を常に心掛けなければならない。

２．車検切れ・保険切れ・整備不良の車両を運転してはならない。これらを知ったときは改善するまで使用してはならない。

３．常に安全運転に心がけ、細心の注意をし、交通違反行為をしてはならない。（特に、飲酒運転、一旦停止、信号無視、右左折注意、車間距離、重量制限、スピード制限、等は厳重に注意すること）

４．車両の改造車を使用してはならない。

５．届け出車輌以外の車輌を会社の業務に使用してはならない。

６・通常車両を管理している運転者以外のものに運転、又は車両を貸与または、業務以外の人を同乗させてはならない。

第５条　事故処理と責任

１．事故の発生時は被害者を救助し、直ちに会社に報告しなければならない。

２．事故を起こした時は、運転者又は運転管理者が一切の責任を負うものとする。

３．通常の運転者及び車輌管理者が運転を代行させ又は、車両を他人に貸与または、業務以外のものを同乗させ事故を起こしても、同乗者を含む損害賠償は運転者及び車輌管理者が一切の責任を負うものとする。

４．交通違反については、理由の如何を問わず甲は一切の責任を負わない、

第６条　損害賠償

１．運転者（管理者）が事故を引き起こした事により会社に損害を与え、その損害が甲に発生したときは、甲は使用人または運転者（管理者）とその保証人に損害賠償を請求することができる。

２．工事車輌又は通勤車輌には、対人（無制限）・対物（無制限）車輌その他に相応の任意損害保険に加入の車輌以外は作業場に立ち入り禁止措置を講ずると共に、災害発生の損害賠償は乙の責任で解決する。

	
	　　  年　　　4月　　　21日

	住所
	

	会社名
	

	代表者名
	㊞


工事契約書
株式会社　静岡西部建設　殿　　　　　　　　　　　　　　　　　  　  年　4月　21日
　貴社発注に係る工事を施工するに当たり、労働安全管理に関し、労働基準法・労働安全衛生法・その他関係法令を守り、これに基づいて定められた貴社の諸規則、職員の指導に従い、尚かつ従業員に周知徹底させ事故防止の万全を期するとともに、特に下記事項の履守する事を約束する。

（労働安全）
１．労働関係書類は、貴社が必要とする場合いつでも提示提出すると共に、安全衛生責任者並びに、その工事に従事する者から法令で定める作業主を選任し、その氏名を貴社に提出する。
２．作業場における共同作業での合図、安全標識等を確認し安全に努める。
３．法令に基づき必要な有資格者は、貴社に届出をし、資格等を必要とする作業については、必ず有資格者を配置実施させる。
４．雇入れ時・新規入社時・作業内容変更時には教育を必ず行い、作業開始前には、必ずミーティング等を行い積極的に労災防止に協力する。
５．持ち込みの機械器具等は、安全上法令で定められているものを使用し、常に点検整備し、その結果を記録保存する。
６．作業内容により年齢・技術・経験等を配慮し作業させる。
７．次のような従業員は就業させない。
　　イ．　指示命令に従わず、勝手な行動をとる者。
　　ロ．　保護具の着用を忌避し、又は安全上の指示に従わない者
　　ハ．　酒気を帯びた者、もしくは風紀を乱し、または他人の迷惑を及ぼす恐れのある者。
　　ニ．　心身に欠陥があり、作業に従事することが不適当と思われる者。
　　ホ．　不法滞在者。
８．当社は、災害保険に加入することはもちろんですが、その他の障害保険にも加入し、貴社に対し政府労災保険以外の障害等の保障は請求致しません。
９．貴社の得意先が認めない災害について、政府労災を請求しないと共に、当社が一切の責任を負います。
（製造．構造物の権利・義務）
１．権利・義務の譲渡及び一括下請け、一括委任の禁止、書面による承諾を得なければ契約から生ずる権利又は義務を第三者に譲渡又は承継させる事はしない。
２．所有権の帰属工事の目的物及び現場、もしくは貴社の指定する場所に搬入した材料の所有権は、工事の進捗に従いその都度貴社に帰属する。
３．工事完成引渡し前に、工事目的物又は工事材料について当社の責任で生じた損害は請求致しません。
４．工事の施工について当社の使用人が、第三者に損害（交通事故含む）を及ぼした時、もしくは第三者との間に紛争を生じた時は自己の責任で負担解決する。
５．検査及び引き渡し　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　検査を受け、また工事目的物の引き渡しが出来ない時は、期間内に補修又は改造の処置をし、出来ない時は貴社が代ってこれを行い、その費用を当社の請求金額から差し引く事ができる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　
（工事請負・労務賃金）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１．当社が賃金の支払いを遅延し、または恐れのある時と貴社が判断した時は、事情調査の上、

当社に通知し、請求金額から直接労働者に未払賃金を支払う事ができる。
２．立替金、前払金と工事支払金との相殺
　　立替金・前払金・損害賠償金その他当社に対する金銭債権を生じた時は、その弁済期の到来を待たずに当社の請求金額と相殺する事が出来る。
３．契約解除　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　当社が次の各号の一つに該当した時は、直ちに本契約を解除出来る。
　イ．　当社が本契約に違反したとき。
　ロ．　当社が期日までに完納、完成の見込みがないと、貴社が認めた時。
　ハ．　当社が支払い遅延・停止した時など自己の信用を失墜する行為があったと貴社が認め

たとき。
４．工事請負契約は別途契約する。
（暴力団介入の防止）

１．施工者または資材納入業者は自己またはその使用人、親会社、子会社が暴力団員、暴力団関係業者またはその他反社会的勢力に該当しないことを誓約する。

２．施工者または資材納入業者が前項の内容に該当するか調査を要すると判断した時は、その調査に協力し、会社が求める資料を提出しなければならない。

３．前項1,2に該当することが判明した場合または違反した場合は本契約を無条件で解約することができる。

４．施工業者または資材納入業者はこの契約の全部または一部を暴力団員、暴力団関係業者に委任しまたは請負わせてはならない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
＊　万一当社が，これらに違反したとき、又は責任あるときには当方において一切の責任を負い、貴社に対して迷惑をかけません。
	
	　　  年　　　4月　　　21日

	住所
	

	会社名
	

	代表者名
	㊞


（株）静岡西部建設安全衛生協議会規則

第1条　（目的）

　　（株）静岡西部建設（以下会社）の労働災害防止と作業効率の向上、及び、健康管理と福利厚生をはかる目的を持って、この規則により安全衛生協議会を儲ける。

第２条　（委員会の構成）

　　　安全衛生管理委員会は、次の安全衛生委員会をもって構成する。

　　　委員長は会社の安全衛生管理者が兼業する。

1 安全衛生委員会

委員長　　　　　1名　　　　　　

副委員長　　　　2名

委員　　　　　　3名

相談役　　　　　2名

　　②　組織図



第3条　（委員の任命）

1. 委員及び監事は会社が指名する。

2. 委員長、副委員長及び監事は委員の中より互選する。

第4条　（委員会の総括）

　　　　委員会は委員長がこれを総括する。委員長不在の時は副委員長が代行する。

第5条　（委員の任期）

　　　　委員の任期は3年とし、再任を妨げない。

第6条　（事業）
（1） 安全衛生に関する規則の作成に関する事項。

（2） 災害防止対策に関する事項。

（3） 災害原因の分析研究と今後の対策。

（4） 行政及び元請が行う安全衛生教育及び安全会議に対して参加。

（5） 安全衛生と災害防止に関する教育及び指導。

（6） 会社が行う工事作業所のパトロール及び指導。

（7） 先進現場・作業所その他、視察研修。

（8） 作業所の作業内容の調整、職種間の調整、安全会議の招集。

（9） 上乗せ労災保険及び傷害保険等の加入。

（10） 会員の為の福利厚生事業。

（11） 安全衛生・労働災害に特に功績あった作業場、会社、個人に対しての表彰。

（12） その他安全衛生及び福利厚生に必要な事業。

第7条　（会議）

　　　安全衛生委員会は、必要に応じ委員長がこれを召集する。

第8条　（会費及び徴収方法）

会費は会社の仕事をおこなうもので、しかも、支払いある者に限って徴収する。

　　　1.　会費　　　　外注・資材を主とするもの　当月の支払い高（5万円以上）の2/1000

　　　　　　　　　　　労務を主体とするもの　当月の支払い高（5万円以上）の3/1000

　　　2.　徴収方法　　会社が当月の工事支払い高の中より差し引き協議会の中に入金する。

　　

第9条　（事務局）

　　事務局は会社の中に置く。

第10条（決算処理）

予算決算報告は委員会の3分の2以上の賛成を持って成立し、会員の報告要請あるときはこれに応じる。

　　毎年4月20日をもって決算処理し、残金を会社の会計処理の中に入れ、翌年度、会社より同額を受け取り協議会の会計の中に入れる。

　　　　　この規則は一部改正の後　平成19年4月21日より実施する

部長課長職





安全衛生委員





安全衛生管理者





作業所安全衛生協議会





協力業者代理





作業長・社員








